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ムニノバホールディングス株式会社 

～個人株主向け説明会～ 

 

 

日  時： 2026 年 6 月 23 日（火）  

   

   

登壇者： 代表取締役社長 社長執行役員   福田 光秀 

 執行役員 経営計画部担当   松浦 光太郎 

 経営計画部長 阿部 育生 

   

   

概  要： 個人株主向け説明会            (スピーカー阿部)Ｐ２ 

 質疑応答                   (スピーカー福田)Ｐ11 
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※一部内容は省略しております。 

 

・ホールディングス体制の下、成長性や資本効率を踏まえた最適な経営資源配分を行います。 

・グループの実績・ノウハウを活用した統制強化と新たな事業領域への拡大を通じて、 

持続的な成長と収益力向上を目指します。 

 

 

・2026 年 3 月期は残高・トップラインともに 2 桁成長、利益も計画を上回りました。 

・2027 年 3 月期は増収増益を見込んでおり、連結経常利益 420 億円を計画しています。 

・足元の進捗も順調であり、計画達成の確度は高いと考えています。 

          

        

                  

        

                  

         

                 

      

    

                        

         

                  

           

                   

           

                      

                 

               

 

      

１．個人株主向け説明会 
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・経営指標についても、実質 ROE が 10％を超えるなど、概ね順調に推移しております。 

 

 

・コスト削減の進捗は順調に進捗しています。 

・無人店舗の廃店については、当初の計画を上回るペースで全店廃店を進めています。 

・また、当社グループでは、AI 活用による業務効率化を推進しており、 

センター業務やシステム開発、与信スコアリングなど幅広い領域で活用しています。 

・今後は「全社員 AI ネイティブ化」を掲げ、効率化を通じた生産性向上を目指してまいります。 
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・ピーク時には利息返還金と債権放棄の合計が 1,400 億円を超えていましたが、 

2026 年度は 24 億円と、大きく減少しており今後も減少傾向が継続していくものと見ております。 

 

 

・2026 年３月期の業績は残高・トップラインともに２桁成長と堅調に推移しております。 

・当年度・2027 年３月期も増収増益を見込み、経常利益は 349 億円を計画し、順調に成長します。 
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・2026 年３月期の業績は残高・トップラインともに２桁成長と堅調に推移しております。 

・会計上は問題ないのですが、将来リスクを抱える債権を償却したことで利益は計画対比で低下しており、2027 年

３月期もその影響が続きます。 

・一方でトップラインは増収となり、無担保・不動産・売掛債権のファクタリングはその後も伸長し、 

先々の利益は出やすい環境となります。 

 

 

・2026 年３月期の業績は GMV やリボ・分割残高が拡大したことで増収に至り、 

順調に推移しております。 

・2027 年３月期も増収を見込んでおり、若年層・ゴールド・アセット拡大など稼働会員獲得の強化および 

稼働率向上を図ってまいります。 

・また大手 EC サイトさまとの提携カード発行も決定しておりますので、ご期待ください。 
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・2026 年３月期の業績は残高・トップラインともに２桁成長と安定成長を維持しています。 

・エステ・美容医療業界を中心として、残高・利益共に増加基調が続いています。 

・今後も新規大型加盟店との提携などにより、さらなる残高拡大を図ってまいります。 

 

 

・2026 年 3 月期は事業再構築と優良顧客中心の貸出を推進したことで、黒字化を達成しました。 

・2027 年３月期は増収増益を見込んでいます。 
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・成長投資は、中期経営計画において、3 年最大 600 億円と掲げています。 

・現在、投資予定の案件も含めて約 400 億の投資水準となります。 

・事業領域の拡大、将来の利益水準の向上に向け、引き続き、M&A（投資）を進めて参ります。 

 

 

・これまで成長投資を基本方針としつつ、中期経営計画最終年度においては、 

総還元性向 20％程度を目安として掲げていましたが、 

リスクと自己資本のバランスを考慮しつつ、中期経営計画の進捗が当初想定を上回って推移していることや、 

マーケットの状況を踏まえ、還元水準を大きく引き上げることに致しました。 

・結果、2027 年 3 月期の配当予想は 30％としています。 

・なお、ホールディングス化に移行した関係上、ホールディングス初年度においては、 

中間配当のない、期末一括配当となります。 
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・格付はアイフルと同じ格付を取得しております。 

・昨年度、R&I の格付は「BBB＋の安定的」だったものが「BBB+ポジティブ」へとアウトルックが 

変更されており、A 格への格上げが期待される状況です。 

・「WebMoney」については、グループ内にある BitCash の競合サービスです。 

・同業である強みを踏まえて、プリペイド式電子マネーの市場シェア獲得と効率化が進められると判断し、 

事業譲受に至っております。加盟店獲得効率や決済市場カバー率が向上します。 

 

 

・完全子会社化を目的とし、主に家賃保証を営むあんしん保証の公開買付、TOB を決議いたしました。 

・今後、グループ一体経営の促進、非ローン分野の強化を図るため、グループ統制の強化を図ってまいります。 
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・オリエントコーポレーション株式 15％の取得に伴い、オリコ社およびみずほ銀行との資本・業務提携を締結しました。 

・当社グループの与信・DX・業務効率化ノウハウと、両社の金融基盤や顧客ネットワークを組み合わせ 

企業価値向上と中長期的な成長の実現を目指してまいります。 

・まずは早期に成果創出が期待できる領域から協業を進めてまいります。 

 

 

・国内外の大学と連携したハッカソンを継続的に実施し、次世代人材の育成とグローバル人材の採用・活躍を推進し

今後も人材育成を支える取り組みとして継続してまいります。 
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・東京大学、大学院が運営するデータサイエンス教育プログラム「DSS」に協賛し、産学連携による人材育成に 

取り組んでいます。 

・また、アート・文化を通じた社会的価値創出を目的に、グループ初となる「Muninova Artist Award」を 

開催するなど、地域社会への貢献活動も推進しています。 

 

・2026 年 3 月期には、非財務情報を加えた統合報告書を初めて発行し、 

当社グループの事業概況や成長戦略を分かりやすくお伝えしています。 

・また、株主・投資家の皆さまとの対話を踏まえ、開示内容の充実にも継続的に取り組んでいます。 

 

・最後になりますが、ムニノバグループは中期経営計画の達成にむけて一丸となって取り組み、 

主力事業の残高成長やコスト構造改革による利益水準の向上に努めてまいります。 

・また、将来を見据えて M＆A の推進、ROE の向上など、企業価値向上を実現しながら、 

株主の皆様のご期待にお応えしてまいります。 

以上 
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本質疑応答集は、2026 年 6 月 23 日に開催した臨時株主総会後の会社説明会において、 

ご出席いただいた株主の皆様からいただいた主なご質問と、それに対する当社の回答を取りまとめたものです。 

なお、内容の正確性および分かりやすさを考慮し、一部加筆・修正を行っております。 

 

【質疑応答カテゴリ】 

✓ 株価・株主還元・IR 活動 

✓ 成長戦略・M&A・提携 

✓ 金利環境・業績見通し 

✓ DX・AI・セキュリティ 

✓ グループ事業・新規事業 

✓ ESG・社会貢献活動 

 

【株価・株主還元・IR 活動】 

Ｑ1 増収増益を継続し、配当も 12 円から 20 円へ増額するなど、業績は着実に成長しているが、 

PER は依然として 6 倍台にとどまっている。今後、PER10 倍～15 倍といった評価を得るために何が必

要か。 

Ａ1 ・私自身の見解になりますが、12 円の増配後、株価 500 円までは配当利回り、EPS、PER の観点か

ら見ても到達すると見ていた。 

・株価 600 円については今期末ぐらいに到達するだろうなと考えていた。 

・一方で、600 円に迫る水準まで到達したのが想定より早かったという印象を持っている。 

・本来は営業利益 420 億円の達成や、その先の利益成長を市場に示した上で株価 600 円に到達す

るイメージだった。 

・成長ストーリーが十分に織り込まれる前に 600 円近くまで株価が上昇したため、投資家は「現時点で

の目標株価に到達した」と判断し、利益確定売りが出たと考える。 

・現在は政策金利上昇局面を受け、金融セクターでは銀行株が選好されている。 

・貸付上限金利が決まっている当社よりも、政策金利上昇メリットを享受しやすい銀行株へ資金が向か

うのは自然な流れ。 

・まずは、次期 3 か年中期経営計画を着実に実行するとともに、M&A の実績を積み重ねていくことが重

要。アイフルを筆頭にグループ各社の着実な成長は、投資家の皆様にとっても既定路線として認識さ

れていると考えている。 

・また、政策金利上昇局面においても、既存事業で着実に利益を創出するため、AI などを活用したコス

ト削減を継続的に推進していく。利益率をしっかりと維持していくことが重要。 

 

 

 

 

 

 

 

2．会社説明会における主な Q＆A 
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Ｑ2 ムニノバの認知度向上策と、現在の株価低迷についてどのように考えているか。 

業績が好調で応援している一方、少し心配している。 

Ａ2 ・ムニノバの認知度向上は重要。一方で、ムニノバの認知度向上が直接的な業績向上につながるわけ

ではないため、投資対効果を踏まえると、まずは主力ブランドであるアイフルへの投資を優先すべき。 

・ムニノバ HD のブランディングは洗練されたものにしたいと考えており、ムニノバアーティストアワードなどを

通じて時間をかけて皆様に知っていただきたい。今後もグループ拡大を見据え、グループ全体のブラン

ドイメージの構築を進める。 

・また、社名変更により旧アイフルとの連続性が見えにくく、投資家認知に一定の影響があったことも認識

している。 

・株価低迷は、足元では政策金利上昇を背景に銀行株への資金流入が続いており、金融セクター内

では、ノンバンクよりも銀行株を選好する投資判断が行われている可能性がある。 

・当社としては、それを上回る成長性を市場へ示す必要があり、次期 3 か年中期経営計画を公表した

うえで、マーケットの反応を見ていくフェーズになる。 

・株価向上は常に重要な経営課題として認識しており、IR 資料や決算説明資料、ホームページの改

善を通じて、より多くの投資家に当社を理解していただけるよう取り組んでいく。 

 

Ｑ3 YouTube や SNS、投資系インフルエンサーを活用した情報発信についてどのように考えているか。 

Ａ3 ・現時点で具体的な施策はありませんが、有効な手法の一つだと考えている。 

・現在は機関投資家向け IR を優先しており、現在投資いただいている機関投資家の多くは、過去に

当社との接点を持ったファンドマネージャーやアナリストが、当社の成長性を評価した結果、投資いただ

いているのではないかと考えている。 

・そのため、現時点で当社が取り組むべきことは、より多くの機関投資家に当社を知っていただく活動を

進めることが重要。 

・一方で、個人投資家の重要性も十分認識しており、今後は個人投資家向けの情報発信についても

検討していきたい。 

 

Ｑ4 オリコとの提携発表後も株価への反応は限定的ですが、今後の株価向上策と次期中計の公表時期に

ついて教えてほしい。 

Ａ4 ・次期中期経営計画は現在策定中であり、本決算までには公表する。 

・株価向上については、配当性向を 20％から 30％へ引き上げるなどの施策を実施してきたが、最終的

には業績成長が重要。 

・加えて、当社の事業内容や成長戦略、投資魅力について、投資家の皆さまにより分かりやすく伝えて

いくことも重要だと考えている。特別な株価対策を行うというよりも、 

「業績を伸ばすこと」と「企業価値を正しく理解していただくこと」に注力していく。 
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Ｑ5 社外取締役の北澤様は投資ファンドのご経験もお持ちですので、 

今後の株主説明会にご参加いただきたい。 

Ａ5 ・大変良いご提案ありがとうございます。実施したい。 

・社外取締役の視点からお話しする機会は有意義だと考えており、今後の説明会で実現できるよう 

取り組んでいく。 

 

【成長戦略・M&A・提携】 

Ｑ1 オリコ・みずほとの提携の経緯や今後の推進体制について教えてほしい。 

Ａ1 ・当社の出資比率は 15％であり、事業運営の主導権はオリコにある。 

・一方で、オリコやみずほとの関係はこれまで以上に近いものになった。今後は、それぞれの強みを活かし

ながら、新たなビジネス機会や協業の可能性を模索していきたいと考えている。 

・オリコへの投資は、協業によるアップサイドだけでなく、投資としてのリスク・リターンも慎重に検討する。当

時の株価水準は PBR0.6 倍程度、配当利回りも高い水準にあり、ダウンサイドリスクは限定的。 

その上で、協業による成長機会を含めたアップサイドを追求していく。 

  

Ｑ2 みずほ・オリコとの提携発表後、業界からどのような反応があったか。また、今後同様の動きが業界全体

に広がる可能性についてどのように考えているか。 

Ａ2 ・現時点で競合他社の具体的な動きは確認していないが、業界関係者からは前向きな評価をいただい

ている。 

・他社も同様の動きを検討する可能性はあると考える。ただし、当社としては引き続き意思決定のスピー

ドを重視し、リスクを見極めながら他社の動向に左右されることなく取り組んでいく。 

  

Ｑ3 オリコ株への投資について、将来的には保有株式を売却する可能性もあるか。それとも、中長期的な戦

略投資として継続保有する考えか。 

Ａ3 ・オリコ株の取り扱いについては、現時点で保有継続を前提としているわけではなく、 

選択肢は３つで追加取得・現状維持・売却のいずれも考えている。 

・今後は、みずほ銀行、オリコ、当社の 3 者で協議を重ねながら判断していくことになるが、 

柔軟に対していきたいと思っている。 

・特定の選択肢にこだわるのではなく、当社にとって最も良い意思決定を行うことを重視する。 

 

【金利環境・業績見通し】 

Ｑ1 日銀の利上げが進む中、金利上昇は御社の業績にどのような影響を与えるのか。 

上限金利の制約がある中で、今後どのように成長を実現していくのか。 

Ａ1 ・現行の中期経営計画を策定した 3 年前の時点では、現在の金利上昇局面までは想定していなかっ

た。 

・その後、金利環境の変化を踏まえ、毎年度計画を見直しており、今年度計画には 6 月の利上げに加

え、年度内にもう一段の利上げも織り込んでいる。 

・そのため、今年度計画については、政策金利上昇リスクを一定程度織り込んだ内容となっており、 

大きなリスクはないと考えている。 

・今後も政策金利上昇による利ざやへの影響は想定されるが、格付向上やオリコ・みずほとの提携によ

る 
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調達コスト低減に加え、AI 活用や業務効率化による固定費削減を進めることで影響が最小限となる

よう取り組む。 

 

Ｑ2 金利のある世界となる中で、上限金利の引き上げに向けた働きかけは行っていますか。 

また、世界的に見た日本の上限金利について、どのように考えていますか。 

Ａ2 ・経営の前提として、貸付上限金利は引き上げられないものと考えており、その前提で事業運営を行っ

ている。仮に引き上げられればプラス要因だが、上がらなくても対応できる経営を目指している。 

・長期的には物価や人件費の上昇が続く一方、自動車やスマートフォンなど量産化が進む製品は、イン

フレ率と比較すると価格上昇は限定的であり、価格の動きは一律ではないと考えている。 

・人件費についても今後上昇していくと想定しており、こうした環境下でも利益を確保するためには、テク

ノロジーを活用した業務効率化やローコストオペレーションを追求することが重要であると考えている。 

・過去、過払い対応時にローコスト経営の重要性を認識し、政策金利が上昇する前から将来的な金

利上昇や人件費の上昇を見据え、先回りした取り組みを進めてきた。 

・中期経営計画で掲げるコスト削減施策も、将来起こり得る環境変化を見据えた対応の一環である。 

・今後も厳しい経営環境を想定しながら先回りして対応するとともに、M&A による収益源の多様化を

進め、5 年先・10 年先を見据えた経営を推進していく。 

 

Ｑ3 賃金上昇に伴い、お客様一人当たりの借入額や利用限度額の変化はあるか。 

Ａ3 ・実際にその傾向は見られている。 

・当社では、お客様の年収や借入状況などを毎月継続的にモニタリングしているが、ここ数年で年収の

水準が徐々に上昇していることを確認している。特に実感としては昨年頃から変化が顕著になった。 

・政策金利上昇は調達コスト増加というマイナス要因ではあるが、一方で賃金上昇に伴い貸付可能額

や貸付残高が増加するというプラス面もある。 

 

Ｑ3 四季報では 2028 年 3 月期の EPS 予想が 72 円程度となっていますが、会社としての見解を教えて

ほしい。 

Ａ3 ・EPS 予想が 72 円は高すぎるのではなかと考える。 

・一方、アナリスト予想は概ね当社の中期経営計画の方向性と近いものと認識している。 

 

【DX・AI・セキュリティ】 

Ｑ1 AI を成長戦略にどのように活用していく考えか。 

Ａ1 ・当社の費用構造を見ると、金利上昇による金融費用の増加よりも、人件費の占める割合が大きいた

め、AI によって人手による作業を代替し、生産性を向上させることが最も効果的だと考えている。 

・そのため、AI の活用は成長ドライバーというより、業務効率化やコスト削減に重点的に活用している。 

・トップラインの成長に向けては、営業人員を増やしていきたいと考えており、そのために定型業務や作業

を AI で効率化していく方針。 

・そのため、現時点では「AI そのものが成長を生み出す」というより、「AI を活用して業務を効率化し、 

成長を支える体制を構築する」という考え方が中心。 
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Ｑ2 AI 時代のサイバーセキュリティ対策について教えてほしい。 

Ａ2 ・AI による攻撃の高度化は認識しており、継続的に情報収集を行っている。 

・また、以前から重要課題として取り組んでおり、特定の脅威だけでなく、幅広いリスクを想定した対策を

進めている。 

・エンジニア体制も強化しており、AI やシステム開発に対応できる人材も増え、 

新たな脅威に対応できる体制整備を進めている。 

 

【グループ事業・新規事業】 

Ｑ1 無人店舗削減による認知度への影響と異業種企業による金融サービスへの参入についての考え方は。 

Ａ1 ・無人店舗については、コスト削減だけでなく認知度の維持・向上も重要だと考え、看板を増やしていく

方向で進めている。 

・ただし CM と連動させたデザインは頻繁に交換する費用がかかってしまうので、CM の世界観を生かしつ

つ、CM 変更時にも看板を変更する必要がない、長期的に活用できる看板作成を進めている。 

・また、看板費用については、無人店舗削減による年間約 33 億円のコスト削減効果のうち、約 5 億

円を看板広告へ再投資する予定。 

・金融サービスへの参入は、年間約 150 億円の広告宣伝費や約 30％の承認率に加え、審査の結果

お断りしたお客様も含めた顧客接点を最大限活用することを目的に、数年前から一部で実証実験を

進めている。ただし、現時点で業績への影響は限定的であり、事業の方向性を大きく変えるようなもの

ではない。 

・当社は、「お金を借りること」だけではなく、その先の消費や生活の充実を支援することが本質だと考え

ており、収入向上や生活改善につながるサービスの可能性についても検討を進める。 

・今後も検証を重ねながら、将来のサービス開発につなげていきたい。 

         

Ｑ2 AG クラウドファンディングの黒字化見通しと赤字会社の事業継続の考え方について教えてほしい。 

また、高い利回りは魅力的ですが、運用終了後から資金返還までのまでの期間が長く資金拘束が大き

いと感じる。利便性向上に向けた取り組みについて教えてほしい。 

Ａ2 ・まず、運用終了後から資金返還までの期間については、ご指摘の通り改善の余地があると認識してい

る。現状は返還まで約 1 か月程度かかっていますが、早急に検討を進め、改善していく。 

※2026 年 1 月に償還プロセスの見直しを実施いたしました。その結果、現在の償還から返還までの

日数は平均 14.6 日まで短縮されており、1 か月を超えるような事例は解消されております。一部

の例外もございますが、引き続きお客さまのニーズにお応えしてまいります。 

・事業の考え方として、赤字であれば撤退も選択肢の一つと考えている。ただし、単なる収益事業では

なく、新たな資金調達手法の一つとしてパイプラインを確保する役割もある。 

・海外では CtoC 融資なども普及しており、日本でもクラウドファンディングは社債の代替商品として普及

していく可能性がある。 

・なので、個人向け社債のような位置付けとして、将来に向けた資金調達手段の選択肢を維持する意

味合いもある。 

・赤字については、グループ業績への影響が大きいのであれば撤退を検討すべきと考える一方、軽微で

あれば設立当初の目的に沿って事業を維持したいと考える。 

・事業を継続しながら進化させ短期的な収益性だけでなく、中長期的な事業基盤として育成したい。 
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【ESG・社会貢献活動】 

Ｑ1 ESG への取り組みは非常に良い活動だと感じた。また、今年から開始されるアーティストアワードについて

も、株主向けに積極的な情報発信を行っていただきたい。 

Ａ1 ・ESG の取り組みやアーティストアワードについてご評価いただきありがとうございます。 

・いただいたご意見を参考に、これらの取り組みについて株主の皆さまにより認知いただけるよう、 

情報発信の充実に努めていく。貴重なご意見をありがとうございました。 

 

以上 


